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新年のご挨拶 

 

皆さま 2022年があけました。本年もどうぞよろしくお願

い致します。 

 

世間は、相変わらずのコロナ禍により、なかなか先行きが

見通せませんが、管理組合を取り巻く環境では昨年大きな動

きがありました。 

 

マンション管理適正化法が 6月に改正されたことです。改正のポイントの一つが、国が

9 月に策定した基本方針に基づき、地方自治体はマンションの管理の適正化の推進を図る

ための基本的な計画を策定することができ、この計画に定められた基準を満たすマンショ

ンについては適切な管理計画を有するマンションとして「認定」できると定めたことです。 

 

計画の策定は任意ですが、京都市は策定に向け検討を始めています。市内の分譲マンシ

ョン宛に 11月には「マンション管理計画認定制度の意向確認について（お願い）」と題す

る依頼書を送付しております。更に実態調査の追加として12項目のアンケートを依頼し、

この 1月 20日を回答期限としています。 

 

管理組合にとって「認定」を取ることにどのような意味があるのか、そこは組合員始め

居住されている方々の意識次第になりましょうが、よく管理されていることが世間に認知

されれば、お住いのマンションの価値が上がり資産アップにもつながるという期待がある

のかもしれません。最も重要なことはお住いの方々の意識次第でしょう。 
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この制度が認知され活用されるまでにはまだまだ年月がかかると思料いたしますが、

我々マンション管理士にとって、管理組合の方々から相談を受けたときには適切に対応で

きるように一人ひとりが内容を熟知している必要がありますでしょう。 

 

昨年改正されましたマンション管理適正化法は、この 4月に施行されますが、同時にマ

ンション管理業協会もマンション管理適正評価制度をこの 4月からスタートさせます。こ

のように本年は管理組合を取り巻く環境が変わる年になる可能性があります。そして組合

員はじめ居住者の方々が管理について関心を高めていただく一つの手段になればよいと

考えています。 

 

皆さまがたが日ごろから相談等を受けておられる管理組合や組合員等のご期待に応え

られるよう一層のご活躍を期待いたしまして、新年のご挨拶と致します。 

    

京都府マンション管理士会・公式京都府マンション管理士会・公式京都府マンション管理士会・公式京都府マンション管理士会・公式 YouTubeYouTubeYouTubeYouTube チャンネルの動画配信チャンネルの動画配信チャンネルの動画配信チャンネルの動画配信

についてについてについてについて    

 

京都府マンション管理士会の活動を広報し、マンション管理士という資格の知名度を

向上する目的で、京都府マンション管理士会として公式 YouTubeチャンネルを 2022年

元旦から運用を開始しました。 

 

記念すべき第 1弾目は、「会長にインタビュー」動画で、下記のＵＲＬをクリックす

ると、視聴することができます。 

 

https://youtu.be/5sIUOwj1ilg 

 

 チャンネル登録・高評価のほう、よろしくお願いいたします。 

 

 また、利用しているＳＮＳ等を通じた動画の紹介・拡散も、可能であればぜひともご

協力のほど、よろしくお願いします。 

 

 今後、マンション管理に関する様々な動画コンテンツを配信する予定ですので、ご意

見・ご要望など、お寄せください。 

  

  ＊1月 1日の小林研修委員長からの会員メールもご参照ください。 
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    「管理計画認定制度」の詳細が明らかになりました！「管理計画認定制度」の詳細が明らかになりました！「管理計画認定制度」の詳細が明らかになりました！「管理計画認定制度」の詳細が明らかになりました！    

 

改正マンション管理適正化法第5条の3及び第5条の4に基づき、マンションの管理組合 

は、自らのマンションの管理計画を、マンション管理適正化推進計画を作成した市区

（町村は都道府県（以下同じ））に提出し、一定の基準を満たす場合、推進計画作成し

た市区等（＊）による認定を受けることができます。 

 

  ＊京都市は令和4年4月に推進計画を施行、7月から管理計画認定の受付を開始する見

込みです。 

  ＊その他の京都府下の市町村は、ほとんどのところが開始時期は未定となっていま

す。 

 

管理計画認定をうけることにより、管理組合による管理の適正化に向けた自主的な取

り組みが推進されるほか、管理計画の認定を受けたマンションについては市場で高く評

価されるなどのメリットが期待されます。また、良質な管理水準が維持されることで、

居住者のみならず、周辺地域の良好な居住環境の維持向上にも役立つと考えらます。 

 

管理計画の認定を受けたマンションを取得等する場合、（独）住宅金融支援機構の

【フラット３５】及びマンション共用部分リフォーム融資の金利の引下げ等を行うこと

が予定されています（マンション共用部分リフォーム融資は令和4年度10月以降の受付分か

ら）。 
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管理計画の認定を受けるためには、次の17項目の全てをクリアする必要があり、長期

修繕計画や修繕積立金の見直しが必要となる管理組合が多くなることが予想されること

から、マンション管理士の活躍の場が広がる可能性があります。 

 

認定基準認定基準認定基準認定基準項目項目項目項目    

 

（１） 管理組合の運営 

   ① 管理者等が定められていること 

② 監事が選任されていること 

   ③ 集会が年１回以上開催されていること 

 

（２） 管理規約 

① 管理規約が作成されていること 

② マンションの適切な管理のため、管理規約において災害等の緊急時や管理上必

要なときの専有部の立ち入り、修繕等の履歴情報の管理等について定められて

いること 

③ マンションの管理状況に係る情報取得の円滑化のため、管理規約において、管

理組合の財務・管理に関する情報の書面の交付（又は電磁的方法による提供）

について定められていること 

 

（３） 管理組合の経理 

   ① 管理費及び修繕積立金等について明確に区分して経理が行われていること 

   ② 修繕積立金会計から他の会計への充当がされていないこと 

   ③ 直前の事業年度の終了の日時点における修繕積立金の３ヶ月以上の滞納額が

全体の１割以内であること 

 

（４） 長期修繕計画の作成及び見直し等 

   ① 長期修繕計画が「長期修繕計画標準様式」に準拠し作成され、長期修繕計画 

の内容及びこれに基づき算定された修繕積立金額について集会にて決議されて

いること 

   ② 長期修繕計画の作成又は見直しが７年以内に行われていること 

   ③ 長期修繕計画の実効性を確保するため、計画期間が30 年以上で、かつ、残存

期間内に大規模修繕工事が２回以上含まれるように設定されていること 

④ 長期修繕計画において将来の一時的な修繕積立金の徴収を予定していないこ    

  と 

   ⑤ 長期修繕計画の計画期間全体での修繕積立金の総額から算定された修繕積立

金の平均額が著しく低額でないこと 

⑥ 長期修繕計画の計画期間の最終年度において、借入金の残高のない長期修繕計
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画となっていること 

 

（５） その他 

   ① 管理組合がマンションの区分所有者等への平常時における連絡に加え、災害

等の緊急時に迅速な対応を行うため、組合員名簿、居住者名簿を備えている

とともに、１年に１回以上は内容の確認を行っていること 

② 都道府県等マンション管理適正化指針に照らして適切なものであること 

 

 

管理計画認定の申請手続きの管理計画認定の申請手続きの管理計画認定の申請手続きの管理計画認定の申請手続きの４４４４パターンパターンパターンパターン    

 

管理計画の認定手続きは、管理計画認定手続支援サービス（事前確認）の利用の有無

や他団体の管理状況評価サービスの併用の有無により、概ね４パターンの方法がありま

す。 

 

（１）管理計画認定手続支援サービス（事前確認）を利用する場合で、日管連の「マン

ション適正化診断サービス」を併用する場合 

    ⇒ 日管連を通じてマンション管理センターに申請手続きを行う。この場合は

日管連の認定マンション管理士認定マンション管理士認定マンション管理士認定マンション管理士が実務を行う（下記、日管連ニュース参照） 

 

（２）管理計画認定手続支援サービス（事前確認）を利用する場合で（一社）マンショ

ン管理業協会の「マンション管理適正評価制度を」併用する場合 

    ⇒ 管理業協会を通じてマンション管理センターに申請手続きを行う。この場

合は、管理業協会所属のマンション管理士が実務を行う 

 

（３）管理状況評価サービス（上記（１）及び（２））を併用しない場合 

    ⇒ 管理組合がマンション管理センターに申請手続きを行う 

 

（４）管理計画認定手続支援サービス（事前確認）を利用しない場合 

⇒ 管理組合が直接、市区等に申請手続きを行う 

 

  ＊マンション管理センターに申請手続きを行えるマンション管理士はマンション管理センターに申請手続きを行えるマンション管理士はマンション管理センターに申請手続きを行えるマンション管理士はマンション管理センターに申請手続きを行えるマンション管理士は、マンション

管理センターが実施する「事前確認に係る事前確認に係る事前確認に係る事前確認に係る講習講習講習講習（下記、トピックス参照）（下記、トピックス参照）（下記、トピックス参照）（下記、トピックス参照）」を受けた

者に限られます。 
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市区等による、助言・指導 

 

改正マンション管理適正化法第5条の2に基づき、適正化指針に沿った管理が行われて

いない場合には、将来的に居住者の居住環境の悪化のみならず、周辺の住環境や都市環

境の悪化を引き起こす可能性があります。 

 

そこで、市区等は、マンション管理適正化指針及び都道府県等マンション管理適正化

指針に即し、管理組合の管理者等に対し、マンションの管理の適正化を図るために必要

な助言及び指導をすることができることになりました。助言・指導の目安は次のとおり

です。 

 

（１）管理組合の運営 

① 管理組合の運営を円滑に行うため管理者等を定めること 

② 少なくとも集会を年に一回以上開催すること 

 

（２）管理規約 

管理規約を作成し、必要に応じ、その改正を行うこと 

 

（３）管理組合の経理 

管理費及び修繕積立金等について明確に区分して経理を行い、適正に管理する

こと 

（４）長期修繕計画の策定及び見直し等 

適時適切な維持修繕を行うため、修繕積立金を積み立てておくこと 

 

 

マンション管理センターによるマンション管理センターによるマンション管理センターによるマンション管理センターによる予備認定予備認定予備認定予備認定    

 

予備認定は、法律に基づく管理計画認定とは別に、分譲時点で適切な管理計画を作成

した新築マンション新築マンション新築マンション新築マンションをマンション管理センターが認定する仕組みです。 

 

予備認定は、管理計画認定制度の認定基準に準じて、原始管理規約や長期修繕計画案

などの内容を踏まえて行われます。 

 

予備認定を受けた新築マンションを取得する場合、（独）住宅金融支援機構の【フラ

ット３５】の金利が引き下げられます。また、中古マンションらくらくフラット３５の

登録有効期間が竣工後 20年間から 30年間に延長される（下記、トピックス参照）など



京都府マンション管理士会会報       2022年 1月 5日発行（通巻第 5号） 

 

7 

 

の販売にあたって分譲会社にメリットがあること、予備認定は市区等による管理計画が

策定されていなくても行えることから、管理計画認定制度に先駆けて認定を受ける新築

マンションが増えていくと予想されます。 

 

 

日管連ニュース 

認定マンション管理士試験について 

 コロナ禍で昨年度は10月に実施されましたが、日管連を通じてマンション管理センタ

ーへの申請手続きを認定マンション管理士が行うことから、今年は7月に実施される予定

です。 

 

西日本分室がオープンしました 

 12月 1日、大阪市の天神橋筋六丁目駅前の OMビル 607号

室の大阪府会事務所の一角に、日管連西日本分室がオープンし

ました。 

 

 ここでは、関西地区の ADRも実施されることになってお

り、12月 1日に第一回の ADRが実施されました。 

 

 

トピックス 

 マンション管理センターが実施する「事前確認に係る講習」は、今年 2～3 月に実施さ

れる予定です。 

 

 「事前確認」の業務を行うことを希望される会員においては、まず、この「事前「事前確認」の業務を行うことを希望される会員においては、まず、この「事前「事前確認」の業務を行うことを希望される会員においては、まず、この「事前「事前確認」の業務を行うことを希望される会員においては、まず、この「事前

確認に係る講習」を受け、その後、確認に係る講習」を受け、その後、確認に係る講習」を受け、その後、確認に係る講習」を受け、その後、7777 月に実施される「認定マンション管理士試験」月に実施される「認定マンション管理士試験」月に実施される「認定マンション管理士試験」月に実施される「認定マンション管理士試験」

を受けられることをお勧めします。を受けられることをお勧めします。を受けられることをお勧めします。を受けられることをお勧めします。（2021年 12月 24日付 日管連事務連絡 211224参

照） 

 

 なお、日管連での「事前確認」業務においては、マンション管理士賠償責任保険（B1タ

イプ以外）の加入が義務付けられる予定です（賠償責任保険は、中途加入も可能）。 
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住宅金融支援機構の【フラット３５】が、令和 4 年 4 月から制度変更されます 

 

１．予備認定を受けた新築マンションを取得する場合、当初 5年間 0.25％金利が引き下げ

られます。また、【フラット３５】Ｓの基準に適合する場合は、【フラット３５】Ｓの

金利引き下げと併用できますが、併用する場合の金利引き下げ幅及び金利引き下げ期

間は未定です。 

 

２．予備認定マンションに該当する場合は、中古マンションらくらくフラット３５の登録

有効期間が竣工後 20年間から 30年間に延長されます。 

 

 

会員紹介 

長谷川長谷川長谷川長谷川    福慈福慈福慈福慈（はせがわ ふくじ） 

令和 3年 8月に、京都府マンション管理士会に加入しました

長谷川と申します。マンション管理士試験の合格は平成 19 年

です。昭和 57年から定年で退職する令和元年までの 37年間、

大阪国税局管内の各税務署に勤めておりました。現在は個人事

務所を開設し、税理士業務を中心に仕事を行っています。マン

ション管理士の他に、税理士、宅建士、管理業務主任等の資格

を持っています。 

 

 マンション管理士を目指した理由は、税務署に勤務していた時担当していた仕事が、相

続税や贈与税、不動産や株式の譲渡所得税等の資産に係る税金で、不動産に関係する知識

が無いと処理することができないものばかりだったので、不動産の勉強を始めたことが理

由です。その勉強の中で、マンション管理士試験に挑戦した次第です。 

 

 趣味は芝居と旅行です。芝居は、歌舞伎とミュージカルが大好きです。京都南座や宝塚

劇場には、よく出かけます。旅行は、主に国内が中心ですが、時々海外にも出かけます。

しかし、この頃はコロナ感染症のおかげで、出かける機会がめっきり減ってしまったこと

が、残念でなりません。 

 

 今までの行ってきた仕事が税金に係る仕事だったので、マンション管理士としての経験

が乏しい私ですが、諸先輩方のご指導を仰ぎ仕事を進めて行きたいと思っております。 

 

また、マンション管理の仕事の中では、その建築や取壊し、取得や譲渡に関して、色々

な税金が絡んでくることが多いと思います。このような場合には、私の税務署で勉強して
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きた知識が役に立つと思います。その際には、気軽にご連絡をくだされば、ご相談にお乗

りしますので、よろしくお願いします。 

 

 

前島前島前島前島    英史英史英史英史（まえじま ひでし） 

2010年（平成 22年）入会の前島です。 

 

もともと着物加工の会社経営と職人をしていました。管理士受

験のきっかけは、廃業後に賃貸マンション経営をしたいと思った

ところからです。受験を目指した当時は、分譲マンションと賃貸

マンションも同じようなものだと思っていたのですが、「マンシ

ョン」と付くだけで全く違うものであることにびっくりしました。 

 

このような私ですが、開業 2年目から何とか業務獲得すること

ができ、マンション管理士として報酬を得ることができるように

なりました。まだまだ、マンション管理士として報酬を得られる

方は少数でありますが、先陣を切ってマンション管理士を生業として生計を立てていける

ように頑張っています。 

 

管理士会では、2011 年 3 月に理事（業務渉外委員長）就任、2011 年 5 月に会長就任、

2014 年 5 月任期満了に伴い会長退任後事務局長として現在に至っています。会長当時に

京都府マンション管理士会設立 10 周年記念行事を日管連の当時の親泊会長、瀬下副会長

（現会長）をお招きして盛大に開催したことが思い出されます。 

 

管理士業では、管理組合運営顧問、リプレイス、管理規約改正、大規模修繕工事コディ

ネータ、業者選定補助等の業務を管理組合からご依頼をいただいています。 

 

私の経験から管理組合という組織は営利組織（企業）と違い、フラットな関係であるこ

とから上意下達では物事が進みません。管理組合運営を円滑に進めるためにも、また、管

理会社からの提案等を吟味する上でも管理士の助言指導は必要であると感じています。 

 

最後に、管理士会の組織も管理組合と大変似ていると思います。管理士として現場経験

が少ない方は、管理士会の役員として理事会に参画することで疑似体験ができると思って

います。ぜひ、管理士会に積極的に参加していただき、自己研鑽を重ねていただければと

思っています。 
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編集後記 

 早いもので、昨年新年号を発刊してから 1 年が経ちました。新型コロナも今のところ下火となっ

ていますが、オミクロン株がどうなるかが気がかりです。会員のみなさまには寅年にトラのジャン

プのごとく、大いに飛躍されることを祈念し

ております。 

 

今年の定時総会では役員改選がなされま

す。 

 

会員各位におかれましては、是非、積極的

に立候補されること、また、輪番にあたる方

は是非、役員をお受けいただきますようお願

いいたします。次号は 4 月にお送りする予定

です。（中井）      

 

 

                       京都市動物園 アムールトラ（オス：11 歳）のオク 


